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再 評 価 書

事業名 森林整備（林道開設）事業 事業区分 県営林道浅谷越線 室名 森林保全室

事業概要 工期 平成６年～２０年（１５年間） 全体事業費 ２，４１１百万円（負担率：国 50、県 50）
事 業 目 的 及 び 内 容

（１）所在地

熊野市飛鳥地内の国道４２号から小又地内に延びている市道小又線を起点とし、尾鷲市との境界に近

い浅谷越を経て、新鹿地内の市道津恵線を終点とします。

（２）事業の目的

熊野市北東部の森林から熊野原木市場までの短縮ルートとなることから、搬出コストなどの低減を図

ることのよって林業の生産性を向上させ、豊富な森林資源を活かし、主要産業である林業の活性化を図

るとともに、森林の適正管理を推進する。

併せて、市内を南北に縦貫する主要道路の国道４２号と国道３１１号を小又、新鹿両地区で連絡する

道路として、地域道路網を形成することによって、津波などで沿海部の３１１号が不通となった場合の

迂回路、新鹿海岸へのアクセスルートとして、生活基盤の改善、地域の活性化を図る。

（３）全体計画

① 全体延長 ： １２，７００ｍ（うち起点から４，１４０ｍは既設林道を改築利用）

② 全幅員 ： ４ｍ

③ 全体事業費： ２，４１０，７８０千円（１９０千円／ｍ）

④ 事業期間 ： 平成６年度～平成２０年度（１５年間）

（４）利用区域の森林資源の状況

利用区域面積は１，０４９ｈａ、国有林を除いた民有林面積は８５７ｈａ、民有林のうちスギ・ヒノ

キの人工林面積は７７３ｈａで、民有林人工林の８８％が１６～５０年生の間伐対象の森林です。

事 業 主 体 の 再 評 価 結 果

１ 再評価を行った理由

再評価実施後５年を経過して継続中の事業であることから、三重県公共事業再評価実施要綱第２条に基

づき再評価を行いました。

２ 事業の進捗状況と今後の見込み

（１）課題

平成１５年度末の進捗状況は、延長で５９％、事業費で４９％で、事業計画期間内での完成は困難な

状況で、事業完了は平成２６年度になる見通しです。

（２）変更計画

① 全体延長 ： １２，７００ｍ

② 幅員 ： ４ｍ

③ 全体事業費 ： ２，４１０，７８０千円（１９０千円／ｍ）

④ 事業予定期間： 平成６年度～平成２６年度（２１年間）

（３）変更計画に対する進捗状況

開設延長

進捗率

事業費

進捗率

開設単価

平成１０年度末

２，８６９ｍ

２２．６％

４２０，７８０千円

１７．５％

１４７千円

平成１５年度末
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７，５４６ｍ

５９．４％

１，１８０，７８０千円

４９．０％

１５６千円

１１～１５年度

４，６７７ｍ

３６．８％

７６０，０００千円

３１．５％

１６２千円

残計画

５，１５４ｍ

４０．６％

１，２３０，０００千円

５１．０％

２３９千円

（４）利用区域内の森林整備の状況

整備面積

うち間伐

Ｈ１１～１５実績

４２９．２ｈａ

３７４．３ｈａ

Ｈ１６～２０計画

１９６．０ｈａ

１４５．８ｈａ

計

６２５．２ｈａ

５２０．１ｈａ

（５）その他利用区域内の状況

利用区域内には、平成２年度の台風１９号により風倒の被害を受けた森林がありましたが、当林道を

利用し、治山事業により治山施設整備や森林整備を実施しています。

３ 事業を巡る社会経済状況等の変化

（１）関連集落の変化

起点側飛鳥町、新鹿町とも５年間の人口はほぼ横ばいで推移しています。

高齢化率については飛鳥町小又地区、新鹿町とも市の平均を大きく上回り、６５歳以上の割合が５割

に近くなっています。

（２）森林・林業情勢の変化

① 鬼の国物流協同組合は、若手林業家が中心となって、木材需要拡大を図るために異業種連携で昭和

６１年に設立された協同組合で、加工施設等を順次整備し、間伐材等を資源にスノコ等の加工販売に

より順調に業績を伸ばしています。

国道４２号沿いにある加工販売施設は平成９年１０月には道の駅に登録されるなど、木工製品や熊

野の地域産品の販売拠点となっています。

② 熊野市は、木造住宅建設支援や作業道開設支援、森林に対する市民の意識高揚を図るための森づく
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り市民活動支援等、森林整備や木材利用を推進するため単独事業を積極的に実施しています。

③ 熊野市森林組合では、平成１２年度から１６年度の５年間で１２名の新規就業者を採用しています

が、作業員数は平成１２年度２１名に対し平成１６年度１７名と減少しています。

④ 森林整備活動の中核を担う認定林業事業体が森林組合以外に６社あります。

⑤ 平成１３年６月に、これまでの木材生産を主体とした政策から、森林の持つ多様な機能を持続的に

発揮させるための政策への転換を図るため、林業基本法が大きく改正され、森林・林業基本法として

成立しました。

（３）財政状況の変化

本県の厳しい財政状況によって林道事業予算が減少しており、進捗が伸び悩んでいます。

４ 事業採択時の費用対効果分析の要因の変化、地元の意向

４－１ 費用対効果分析

林野公共事業の費用対効果分析は平成１２年度から導入されたため、事業採択当時及び前回再評価

時点は費用対効果分析を行っていません。

４－２地元の意向

（１）受益者

木材価格が低迷する中、林業振興のために収益性の向上を図る林道は必要であり、早期の完成を望ん

でいます。

（２）熊野市

熊野市の主要産業である林業の振興を図る重要な施設であるととも、熊野市有林も利用区域内にあ

り、事業継続を望んでいます。
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５ コスト縮減の可能性や代替案立案の可能性

① 平成１１年度からＬ型側溝を路肩内に設置し、路肩幅員の縮減を行った結果、土工量等の減少によ

り、これまでの５年間で３０百万円の縮減が可能となりました。

② 平成１０年度から補強土壁工採用し、これまで６年間で５５１．６ｍを施工実績で、従来のコンク

リート擁壁に比べ、４９百万円の縮減が可能となりました。

６ 環境配慮

（１）間伐材等の利用

① 間伐材を利用した木柵工やウッドブロック、木製法枠工、木製視線誘導杭など森林資源の有効活用

を図りながら、通行の安全確保や周辺環境保全に必要な対策を講じています。

② 林道事業では、本年度から、工事で発生する支障木の根株をチップ化して緑化工の基盤として利用

する工法に積極的に取り組むこととしています。

（２）水質の汚濁防止

小又側に簡易水道取水地、新鹿側に簡易水道取水地と冷泉の湧出する湯の薬師がありますが、これま

では適切な対応策を講じたため、これまでのところ問題は発生していません。新鹿側水系の湊川が新鹿

海水浴場に流下することから、今後も適切な水質汚濁防止対策を講じていくこととしています。

（３）景観配慮

景観に影響を与えるような地形の改変を最小限にするとともに、早期の緑化等により景観配慮に努め

ています。

（４）その他

① 熊野地方で発見された新種のシダ、アタシカカナワラビの群生が、林道の線形から比較的近い人工

林で見つかったことから、万が一の影響を考え、専門家と協議の上、平成７年度に影響のない場所に

移植をしました。

② 平成１５年度から掘削機械についてはすべて排出ガス対策型を使用しています。

７ 費用対効果分析

Ｂ（便益）＝ ４，５４４，９７０ 千円

Ｃ（費用）＝ ２，４４４，２５３ 千円

Ｂ／Ｃ ＝ １．８５

８ 林道の効果

① 浅谷越線周辺には、伐採後、植林され、適正に管理されている比較的年齢の若い森林もみられます。

林道の整備によって、今後の森林作業コストの低減や、搬出コストの低減を図ることが可能になり、

林業活動の一層の活性化を図ることができます。

② 国道３１１号、県道佐渡新鹿線は、ともに急峻な地形条件のため、国道、県道被災時の迂回路とな

ります。

再 評 価 の 経 緯

平成１１年度再評価審査委員会において、環境に配慮した林道計画について検討すること、との意見を

いただき、環境配慮に努めながら林道事業を実施しています。

事 業 主 体 の 対 応 方 針

三重県公共事業再評価実施要綱第３条の視点を踏まえて再評価を行った結果、同要綱第５条第１項に該

当すると判断されるため、コスト縮減と環境配慮に努めながら早期完成を目指し、事業を継続したい。


